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要  旨 

 

高波による沿岸域の護岸での被災は続いており，その被災形態としては地盤を含むものもある．

その破壊メカニズムを明確にして，適切に安定性を評価することが重要である．また，耐力が不足

する護岸については効果的な対策を施すことが急務となっている．本研究が着目している地盤破壊

は，地盤の飽和化や引き波時の護岸前面水位の低下に伴う不安定化に起因するものである．研究で

は，波の伝播と地盤の変形を含む護岸の破壊挙動を再現する遠心模型実験を行い，破壊メカニズム

の確認と諸条件の影響評価を行った．また，有限差分法による流体解析を実施して地盤の変形解析

へ入力する水圧を算定し，地盤の有限要素解析（FEA）によって護岸の破壊挙動を再現した．FEA で

は，地盤の応力や間隙水圧状態などを把握することで破壊メカニズムを応力などの観点から検証し

た．これらの検討を通して，地盤の飽和化や引き波時の間隙水圧条件が地盤の不安定化を招いてい

ることを明らかにした．さらに，地盤を含む護岸の安定性を円弧すべり計算で評価し，その精度の

高さを確認した．最後に，護岸における地盤の安定性を高める方法について検討した．遠心模型実

験や FEA の結果からの考察や円弧すべり計算の実施を通して，法先地盤の洗掘・緩み対策や，法先

での矢板や固化処理土の打設，被覆工下部の砕石層の構築，被覆工下部地盤での飽和化の防止など

が地盤の安定性を高めることを示した． 
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Synopsis 
 

Damage to seawalls caused by high waves still occurs even today, and one of the patterns of 
damage is failure involving ground. It is important to clarify the failure mechanism and to assess 
the stability appropriately, and effective countermeasures are urgently needed for seawalls with 
insufficient strength. The ground failure focused on in this study is due to instability caused by 
ground saturation and lowering of the water level in front of the seawall during backwash. A series 
of centrifuge model tests were conducted to reproduce the seawall failure, modelling both wave 
propagation and ground deformation, to confirm the failure mechanism and to evaluate the effects 
of various conditions. The seawall failure was reproduced by finite element analysis (FEA) of the 
ground, using finite difference fluid analysis to calculate the water pressure input to the ground 
deformation analysis. In the FEAs, the failure mechanism was verified from the viewpoint of 
stresses by understanding the stresses and pore water pressure conditions in the ground. Through 
these investigations, it was clarified that the saturation of the ground and the pore water pressure 
conditions during backwash caused ground instability. Furthermore, the ground stability in the 
seawall was evaluated using circular slip analyses, and the accuracy of the calculations was 
confirmed. Finally, methods to increase the ground stability in the seawall were investigated. The 
discussions based on the centrifuge model tests, FEAs, and circular slip analyses showed that 
measures to prevent scour and loosening of the ground ahead of the seawall, the installation of sheet 
piles or cement treated soil ahead of the seawall, the laying of a crushed stone layer below the 
armoring panel, and the prevention of saturation will increase the stability of the ground. 
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circular slip analysis 
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1. まえがき 

 

 沿岸域には多くの護岸が構築されており，地盤はコン

クリート版や被覆ブロック，礫などで繰返し来襲する波

の作用から保護されている．しかしながら，台風などで生

じた高波の影響で，法面の損傷，頂部の沈下，被覆工の滑

動など，様々な形態で護岸が破壊している1), 2)．昨今，台

風の頻度や規模が増しており，発生する被害も拡大して

いる．さらに，地球温暖化に伴う海面上昇も護岸の安定性

に影響を与えることが予想される．このような気候変動

への対応も考えると，護岸の被災メカニズムを明確にし

て，耐力が不足する護岸では効果的な対策を施すことが

急務となっている． 

 護岸における地盤を含む破壊としては，揚圧力によっ

て被覆工が海側に移動して露出した法面が洗掘されたり，

法先付近で地盤が洗掘されたり，内部の地盤が吸い出さ

れたりする現象が指摘されてきた1), 2)．これらの他にも，

豪雨時の山の斜面崩壊と同様に，被覆工下部の地盤にす

べり面が生じ，地盤そのものが崩壊することも原理的に

考えられる．この地盤の不安定化の要因としては，引き波

時の護岸前面での水位低下に加えて，護岸頂部や背後に

おける降雨の浸入や越波による海水の浸入，被覆工の隙

間や揚圧力抜きの孔からの水の侵入に伴う地盤の飽和化

が挙げられる．著者ら3), 4)は破壊要因を過去に推定した．

図-1.1に，高波来襲時の水理条件を表す模式図を示して

いる．波が来襲していない場合，地盤内の水位は海面と平

衡状態にあり，比較的高い透水性を持つ地盤ならば，水位

より上の地盤は飽和度が低いか乾燥状態にある．ここに

波が来襲すると，押し波時には，被覆工間の隙間や揚圧力

抜きの孔からの水の侵入や，越波の地盤への浸透を通し

て，地盤の飽和度が高まり，間隙水圧も上昇する．引き波

時には，被覆工前面の海側の水位が低下して，地盤内の水

位と差が生じて，被覆工下部の地盤に斜め下向きの浸透

力が発生する．後述するが，被覆工への揚圧力，法尻ブロ

ックへの水圧差による水平力，法先の地盤のゆるみなど

も組み合わさって地盤が不安定化すると推測された． 
 法面を保護する被覆工や礫などの安定性については，

過去に多くの研究者5)–8)が解析的手法や水理模型試験で

検討している．しかし，それらは表層での土砂輸送に関す

る問題に限られていた．Grant9)は，海岸侵食や土砂輸送が

地盤内部の水位と強く関係していることを初めて示し，

含水比や間隙水圧の変動が地盤の安定性に影響すること

を示した．その後，土砂輸送に関する研究10), 11)は行われた

が，高波による地盤破壊そのものを具体的に検討した研

究は限られている． 
  本研究では，まず，高波作用下の波の伝播と地盤の変形

を含む一連の護岸の破壊挙動を遠心模型実験で検討した．

これを2章にまとめている．遠心模型実験を用いて波が地

盤挙動に与える影響を調べた研究12)–17)はいくつかあるが，

高波による護岸での地盤破壊を検討したものは限られて

いる．ここでは，破壊メカニズムの確認と条件を変化させ

て系統的な実験を行い，その影響評価を行った．次に3章
では，地盤の有限要素解析（FEA）に入力する水理条件を

求めるために，有限差分法を用いた流体解析を実施した．

非線形性の強い砕波も模擬し，護岸の表面に与える水圧

の境界条件を算出した．4章では，遠心模型実験での地盤

挙動を模擬するFEAを実施した．FEAによって実験での地

盤破壊を模擬するとともに，地盤の応力や間隙水圧状態

などを把握することで上記の破壊メカニズムを応力など

の観点から検証した．なお，流体と地盤の挙動解析を組み

合わせた研究18)–30)も多くあるが，それらの検討対象は高

波に曝される護岸の安定性ではなく，護岸についての検

討は不十分である．5章では円弧すべり計算による安定性

評価方法を検討し，6章では波に対する護岸での地盤破壊

への対策についてまとめた． 
 本稿の 2～4 章は，著者らによる他稿 31)を和文に翻訳し

て加筆・修正を行ったものである．他の章は新たに記載し

たものである． 

 

図-1.1 高波来襲時の地盤での水理外力 
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2. 遠心模型実験 

 

2.1 実験相似則 

(1) 流体の相似則 

 波を再現する水理実験は重力場で行われることが一般

的であった．重力場に置かれた縮尺模型では実物スケー

ルの地盤内応力や間隙水圧を再現することは難しく，応

力依存性の高い地盤の状態まで含めた検討はほぼ成され

てこなかった．しかしながら，地盤の安定性の検討には，

応力や間隙水圧の状態を把握することが重要である．そ

のため，本研究では実物スケールの護岸における応力や

間隙水圧を再現できる遠心模型実験手法を検討に用いた．

遠心模型実験に用いる模型は比較的小さいために繰り返

し作製することが容易であり，実験条件を変えたパラメ

トリックな試行実験にも向いている．ここでは，遠心力場

の実験を含めて，波および地盤の実験相似則を整理して

おく． 
 波の実験を行う場合，重力に関する無次元数である以

下のフルード数 を保つように実験が実施される． 
 

= (1) 
 
ここに， ：特性速度， ：重力加速度， ：特性長さであ

る．この無次元数が実物と模型で等しくなるように実験

を行うことによって，波の諸現象を再現することが可能

となる．また，模型相似比も求められ，表-2.1 のように

なる．例えば，実物と模型において と が等しくなるよ

うに考える重力場での水理実験では，寸法 が1/ 倍なら

ば，速度 は1/√ 倍となる．このため，時間の相似比は

1/√ 倍となる．一方，遠心力場では，が 倍となるため，

寸法 が1/ 倍ならば速度 の相似比は 1，時間の相似比は

1/ となる．水の速度つまり流速に依存する挙動は多く，

速度の相似比が 1 となる遠心力場で実験を実施する利点

は大きいと言える．流体の無次元数としては，フルード数

以外に，以下に示す粘性力に関するレイノルズ数 や，

表面張力に関するウェバー数 ，弾性力に関するマッハ

数 などもある． 
 

= (2) 
= (3) 
= / (4) 

 
ここに， ：動粘性係数， ：表面張力， ：密度， ：体

積弾性係数である．フルード則に従って実験を行うとす

ると，それぞれの無次元数の相似比は表-2.1 に示す通り

となる．なお，遠心力場の流体の粘性係数は水のそれの

倍としている．粘性流体を使わずに水を使った場合には，

= 1となる．表に示すように，一部を除いてフルード数

以外の相似比は 1 とならないために，重力以外の力の影

響を無視できる範囲内で実験を行う，いわゆる相似則の

緩和が必要となる．遠心模型実験の寸法比は 1/100～1/10
程度と比較的小さいが，表に示すように，遠心力場での各

無次元数の相似比は基本的に重力場のものよりも 1 に近

い．ただし，例えば水の 50 倍の粘性流体を用いるならば，

水を使った重力場の実験で は 1/354 倍，粘性流体を使っ

た遠心力場の実験で 1/2500 倍となるため， の低下は大

きくなる．本研究はブロック間の流れや砕波状況を確認

するものではなく，護岸表面に水理外力を与えて護岸の

安定性を見るものであり，この相似則については緩和で

きると考えた．表面張力については，粘性流体の表面張力

は水よりも 20～30％小さい程度である 32)．このため，

は重力場の 1/2500 に比べて遠心力場では 1/50 程度であ

り，その影響は小さいと言える． 
(2) 地盤の相似則 

 地盤に関する相似比を表-2.2 にまとめている．表-

2.2(a)の重力場の相似則は文献 33), 34)に基づいて示してい

る．重力場の模型実験では，寸法が1/ 倍として実物と模

型で同じ密度の材料を用いると，地盤内の応力が1/ 倍と

なる．砂地盤において応力が1/ となると，弾性係数は概

 

表-2.1 流体の相似比（フルード則） 

基本量 重力場 遠心力場 

長さ 1/  1/  

加速度 1  

速度 1/√  1 

時間 1/√  1/  

圧力 1/  1 

密度 1 1 

粘性係数 1  

表面張力 1 約1 

体積弾性係数 1 1 

 1 1 

 1/ .  1/( ) 

 1/  約1/  

 1/√  1 
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ね1/√ 倍となるため，ひずみは1/√ 倍となる．重力場の

実験では，種々の仮定が必要なことや，寸法と変位の相似

比が合わないことなど，相似則の限界も多い．一方，遠心

力場では，重力加速度が 倍となるため，寸法比を1/ ，

密度比を 1 とすることで，応力や弾性係数，ひずみなどの

相似比も 1 となり，実物の応力～ひずみ関係を模型にお

いて直接再現できることになる．このため，重力場での相

似則の限界の多くを解決することが可能である． 
 時間の相似比については注意が必要である．地盤に関

しては動的挙動の時間と浸透時間，流体に関しても動的

挙動の時間があり，それら 3 つの相似比の関係を確認し

ておく必要がある．なお，地盤の浸透に関しては文献 35)

にまとめているので，そちらを参照されたい．流体に関す

る時間の相似比と地盤に関する動的挙動の時間の相似比

については，それぞれ表-2.1と表-2.2(a)に示す通りであ

る．浸透に関しては表-2.2(b)にまとめている．地盤での

浸透時間は，重力加速度以外にも，土の粒径や，間隙流体

の粘性，流れの状態にも依存しており，表には粘性と流れ

の状態（層流か乱流）別に相似比を示している．なお，遠

心模型実験では，小さな粒径の土には，そのまま同じ土を

用いて，大きな粒径の土（砕石など）には縮尺模型を用い

ることが一般的である．小さな粒径の土中の流れは層流，

大きな粒径の土中の流れは乱流となることが想定される

ため，層流の場合には実物と同じ粒径の土，乱流の場合に

は1/ 粒径の土を用いることを想定した相似比を表に示

している．また，図中の係数 a, b とは，Dupuit-Forchheimer

式に基づいたものであり，次式で表される透水の程度を

表す係数である． 
 

= (1 − ) ,    = 1 1 − (5) 
 
ここに， , ：係数， ：水の動粘性係数， ：地盤の間

隙率， ：15%粒径， ：重力加速度である．動水勾配 と

土中の平均流速 ̅の関係を係数 a, b を用いて表すと，以下

のようになる． 
 

= ̅ + ̅ (6) 
 
右辺第 1 項が粘性項であり，右辺第 2 項が慣性項である．

土の粒径が小さく間隙での流れが層流の場合，第 1 項が

卓越するため，と ̅が比例することになる．このことから，

係数 a はいわゆるダルシーの法則での透水係数の逆数で

あることが分かる． 
 表-2.1と表-2.2に示した 3 種類の時間の相似比を見比

べると，水を用いた実験では，重力場と遠心力場のいずれ

においても時間の相似比が一致しないことが分かる．こ

のため，間隙流体の粘性を調整するなどして，透水係数を

調整する必要がある．重力場においては，流体と地盤の動

的挙動の時間の相似則がそもそも合わない．ただし，地盤

の動的挙動が無視できる実験であれば， を とした粘性

係数を水に与えることで，層流の浸透の時間と流体の時

間の相似比を合わせることができる．一方，遠心力場では，

流体と地盤の動的挙動，浸透時間（乱流）の時間の相似則

は合っており，粘性流体を用いることで浸透時間（層流）

の相似比も合わせることができる．なお，粘性流体を用い

ることでレイノルズ数が小さくなり，波の挙動や地表面

付近の漂砂状況に影響を与える懸念もあり，遠心模型実

験も万能ではない． 
 地盤では動的現象と浸透時間の相似比を切り離して考

えることもできる．例えば，長期間にわたる地盤の圧密を

模型で再現する場合，浸透現象に対して動的挙動を無視

できるために，浸透時間の相似比を全体の時間の相似比

表-2.2 地盤の相似比 
(a) 浸透以外の基本量の相似比 

基本量 重力場 遠心力場 

長さ 1/  1/  

加速度 1  

密度 1 1 

圧力・応力 1/  1 

ひずみ 1/√  1 

弾性係数 1/√  1 

変位 1/ .  1/  

速度 1/ .  1 

時間 1/ .  1/  

透水係数 1/ .  1 

(b)浸透の相似比 

流体 流れ 基本量 重力場 遠心力場 

水 

層流* 
時間 1/ .  1/  

係数 a 1 1/  

乱流** 
時間 1/  1/  

係数 b  1 

粘性 
流体 
倍 

層流* 
時間 / .  /  

係数 a  /  

乱流** 
時間 1/  1/  

係数 b  1 
 * 実物と同じ粒径の土を用いることを想定する． 
 ** 実物の1/ 粒径の土を用いることを想定する． 
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と考えることができる．遠心力場では，間隙流体に水を用

いることで表-2.2(b)に示すように浸透時間の相似比は

1/ となり，実物よりも模型において浸透時間が 倍速

くなり，短時間で圧密の実験を行える．上述のように，波

の実験がフルード則に従うならば，遠心力場においては，

時間の相似比は1/ である．流体として水を用いると地盤

の間隙流体も水となることから，表-2.2(b)に示すように

浸透時間の相似比は1/ となる．動的な地盤挙動を考え

なければ，時間の相似比を1/ とすることができるため，

波の作用時間に対して地盤内の間隙水の浸透時間は1/
倍となり， 倍速く浸透すると考えることができる． 

 実験では水あるいは粘性流体を用いた．水を使用する

場合，砂地盤の間隙内の流れは層流であり，浸透流に関す

る時間の相似比は1/ となる．これは，波動よりも浸透

が速く進むことを示している．一方，水の 倍の粘性を持

つ粘性流体を使用する場合，相似比は / となる．例え

ば， = とした場合，相似比は1/ となり，浸透と波動

の時間は一致する．本研究では，水と粘性流体の両方を用

いて，浸透速度が護岸の安定性に及ぼす影響についても

検討した． 
 

2.2 実験条件 

 図-2.1 に模型断面を示しており，図-2.1(a)は平面図と

立面図，図-2.1(b)～(d)は各ケースの護岸付近の拡大立

面図である．造波板に近い場所には粒径 10 mm 程度の砕

石の盛土を設置した．これは，水の流れが法先を崩さない

ようにするためである．護岸を形成する基本的な地盤材

料としては，山形県産の飯豊珪砂 7 号を用いた．砂粒子の

平均粒径 D50 は 0.18 mm，均等係数は Uc = 1.53 であり，

地盤の間隙流体の流れは層流となるには十分な細かさで

あった．乾燥状態で空中落下法 36)によって砂地盤を作製

し，その相対密度が 90%近くになるように設定した．地盤

表面には鉛玉を貼り付けたアクリル板を配置し，地盤を

保護するための被覆工を模擬した．鉛玉を貼り付けた理

由は，コンクリートの密度を再現するためである．この板

から地盤へ作用する遠心力場での圧力は，被覆工に垂直

な方向に 7.9 kN/m2 であった．また，アクリル板が試料容

器側面と接する部分には，スポンジ製の隙間テープを貼

り付けて，隙間から砂が通り抜けないように工夫した． 

 種々の条件が護岸の安定性に与える影響を調べるため，

13 ケースの異なる条件下で実験を実施した．全ケースの

実験条件を表-2.3 にまとめている．以下の 5 つの条件 i～
vi に分けて説明する． 

(i) 流体の粘性 
脱気した水道水（シリーズ 01），水の 2 倍の粘性を持つ

粘性流体（シリーズ 02）， 水の 50 倍の粘性を持つ粘性

流体（シリーズ 50）を用いて，粘性の影響を調べた．粘

性流体は，脱気した水道水に水溶性セルロースエーテル

 
図-2.1 遠心模型実験断面図 
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を混合して作製した． 
(ii) 飽和度 

流体を重力場で模型地盤に浸透させると，浸透過程でサ

クションによって流体が吸い上げられ，内部に気泡が閉

じ込められてしまう．このため，飽和度がそれほど高く

なく，最大でも 95%程度までにしかならない（表-2.3 で

は「ほぼ飽和」と表記）．このことを踏まえ，ケース 50-
4 と 02-2 では造波実験前に遠心力場で流体を浸透させ

て極力飽和度を高め，飽和度の影響を調べた．遠心力場

で通水を行って高い飽和度の地盤を得る方法は，

Okamura & Inoue37)が提案したものである．そこでは，気

圧を変化させて水面変動を測定することで地盤の飽和

度が評価された． 
(iii) 水深 

基本的に水深を 150 mm としたが，ケース 01-7 のみ 170 
mm として，水深の影響を調べた． 
(iv) 越波防止工 
越波することで被覆工下部の地盤での飽和化が早期に

進む．そこで越波防止工を設けたケース 01-3, 01-4, 01-5
の実験を実施した．図-2.1 に示したように，護岸頂部の

法肩に垂直板を設けて越波を防止した． 
(v) 被覆工の防水 

アクリル板で作製した被覆工と試料容器側面には 5 mm
の隙間を設けている．この隙間から護岸内部の地盤へ水

が浸入することを許容している．ケース 01-2, 01-4, 50-1
では，その隙間を丸棒ゴムで塞ぎ，水の侵入を防いだ．

これによって，護岸内部の地盤の飽和化を遅らせられ，

逆に地盤内部の間隙水圧は保持される．それらの影響を

調べた． 
(vi) 被覆工下部または法尻ブロック前面の砕石 

図-2.1 に示したように，ケース 01-5, 01-6 では被覆工を

模擬したアクリル板の下に砕石（粒径 3～7 mm）を敷く

ことによって，引き波時の浸透流量を増やす効果を調べ

た．また，ケース 50-1, 50-2 では，法尻ブロック前面に

同じ砕石を設置して，洗掘を防止して，その効果を調べ

た． 
これらの条件を変化させて実験を実施した．なお，ケース

50-1, 50-2, 50-3, 50-4, 02-1, 02-2 では，地盤中に小型間隙水

圧計を埋め込んで正の間隙水圧を，ケース 50-4, 02-2では，

図-2.1 の附図に示す負圧を計測できる間隙水圧計を追加

で設置した．機構としては，水を満たしたパイプの先端に

圧力センサを取り付け水圧の減少によって負圧を測定し

た． 
 実験に用いた遠心模型実験装置は，港湾空港技術研究

所が所有する PARI Mark II-R38), 39)である．装置のプラット

フォームの長さは 1.7 m であり，1 m を超える大きな模型

を設置できる．遠心加速度を 50g とした．造波装置は，カ

ム構造を利用したものである．防水加工を施した側壁の

表-2.3 遠心模型実験ケース一覧 

ケース 粘性の倍率 飽和状況 水深* 越波 丸棒ゴム 
防水 砕石層 

01-1 

1 
（水） 

ほぼ飽和 150 mm 許容 – – 

01-2 ほぼ飽和 150 mm 許容 有り – 

01-3 ほぼ飽和 150 mm 防止 – – 

01-4 ほぼ飽和 150 mm 防止 有り – 

01-5 ほぼ飽和 150 mm 防止 – 被覆工下部 

01-6 ほぼ飽和 150 mm 許容 – 被覆工下部 

01-7 ほぼ飽和 170 mm 許容 – – 

50-1 

50 

ほぼ飽和 150 mm 許容 有り 法先 

50-2 ほぼ飽和 150 mm 許容 – 法先 

50-3 ほぼ飽和 150 mm 許容 – – 

50-4 飽和 150 mm 許容 – – 

02-1 
2 

ほぼ飽和 150 mm 許容 – – 

02-2 飽和 150 mm 許容 – – 

   * 水深は模型スケールで示している． 
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孔を介して，試料容器の外部に設置したモータによって

カムを回転させ，造波板を稼働した 40)．造波板の変動幅

を 100 mm（±50 mm），周波数を 5 Hz（周期 0.2 s）とし

た．フルード則で実物スケールに換算すると，5 m（±2.5 

m）と 0.1 Hz（周期 10 s）に相当する．波は完全に崩れ，

護岸前面の波高は約 60 mm となり，実物スケールで約 3 
m の波高に相当する．砕けた波は護岸の斜面を駆け上が

り，越波した．流体と地盤の挙動を観察するために，遠心

力場でも作動する高速度カメラによる撮影を行った．高

速度カメラの撮影速度は 500 フレーム／秒に設定した． 
 

2.3 実験結果 

(1) 観察された破壊挙動 

 表-2.4 は実験結果をまとめたもので，破壊の形態と破

壊までの時間，破壊までに加えた波数を示している．時間

は模型スケールで表している．破壊の形態は，後述する破

壊しなかった 2 つの実験ケース 01-5 と 01-6 を除き，被覆

工下に形成されたすべり面による地盤破壊と，揚圧力に

よる被覆工の浮き上がりの 2 つであった．本研究の主題

である前者の破壊について詳しく述べる．地盤のすべり

破壊について，基本ケースである 01-1 の撮影画像を示し

た図-2.2 と図-2.3 を用いて説明する．図-2.2(a)は初期

段階の様子を示しており，被覆工下部の地盤において，地

下水位より上部は薄い色となっており，ほぼ乾燥してい

た．押し波時（図-2.2(b)）では，越波によって護岸が水

に覆われて，被覆工下部の地盤に水が浸入していた．併せ

て，被覆工と試料容器側面の隙間からも水が浸入し，浸潤

面が地盤内部に進み，乾燥した領域が減少したことが分

かる．その後，図-2.2(c)に示すように，引き波時に被覆

工前面の水位は下がるが，地盤内に浸透した水の一部は

残った．押し波と引き波が繰り返されると，湿潤する領域

は内部に拡大し，最終的には地盤はすべり破壊に至った

（図-2.2(d)）．高速度カメラで破壊時に撮影した動画か

ら粒子画像流速計測法（PIV 法）を用いて地盤変位を算出

し，図-2.3 に示した．この図は，0.045 秒間の変位ベクト

ルを模型の縮尺で示したものである．図から分かるよう

に，地盤にはすべり面が発現して破壊したことが分かる． 

(2) 各条件の影響評価 

 各条件の破壊への影響評価とその考察を順に述べる． 
 流体の粘性(i)と飽和度(ii)の影響 
 水（M = 1）あるいは水の 2 倍の粘性の流体（M = 2）を

用いた場合，上述したように地盤のすべり破壊が観察さ

れた．これに対して，粘性が水の 50 倍（M = 50）の場合，

いずれのケースにおいても引き波時に被覆工が浮き上が

って護岸は破壊した．また，M = 1, 2 のケースに比べて，

M = 50 のケースでは破壊までの時間が大幅に長く（表-

2.4 参照），多くの波が作用した後に破壊に至っていた．

このように，粘性が異なることで破壊形態と破壊までの

時間が異なっていた． 

 粘性が違えば護岸背後の地盤への浸透速度は異なり，

表-2.4 実験結果のまとめ 

ケース 破壊モード 破壊までの時間 (sec) 
（括弧内は実物換算値） 破壊時までの波数 

01-1 地盤でのすべり破壊 3.0 (150) 15 

01-2 地盤でのすべり破壊 3.4 (170) 17 

01-3 地盤でのすべり破壊 4.7 (235) 24 

01-4 地盤でのすべり破壊 6.1 (305) 31 

01-5 破壊無し – – 

01-6 破壊無し – – 

01-7 地盤でのすべり破壊 3.0 (150) 15 

50-1 被覆工の浮き上がり 9.7 (485) 49 

50-2 被覆工の浮き上がり 78.1 (3905) 391 

50-3 被覆工の浮き上がり 45.8 (2290) 229 

50-4 被覆工の浮き上がり 11.4 (570) 57 

02-1 地盤でのすべり破壊 10.1 (505) 51 

02-2 地盤でのすべり破壊 12.0 (600) 60 
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地盤が飽和する時間も異なる．これが破壊形態に影響を

与えたと考えられる．そこで，地盤内の間隙水圧の特性を

調べた．図示するのは，飽和度が多少低いケース 02-1, 50-
3 と，飽和度が高いケース 02-2, 50-4 の計 4 つのケースで

の計測結果である．これらのケースでは，前述の図-2.1 で

示したようにP1～P4の位置に間隙水圧計を埋め込んであ

り，ケース 02-2, 50-4 では，初期の水位よりも高い位置に

ある P5 にも負圧を計測できる間隙水圧計を埋め込んでお

いた．図-2.4 に，それらの間隙水圧計で計測した過剰間

隙水圧の時刻歴を示している．時間は，模型スケールでの

時間に N = 50 を乗じており，フルード則に従った実物ス

ケールに換算している．また，P5 での初期値が不明であ

るため，過剰間隙水圧ではなく間隙水圧として表した．こ

のため，地下水面と P5 の位置が等しくなった際に 0 kN/m2

となる．いずれのケースにおいても，初期の 10 波の来襲

後には，振幅が安定するようになった．振幅が安定した後

の P1 の水圧変動に注目すると，ケース 02-1, 02-2 での変

動値は，ケース 50-3, 50-4 でのそれぞれの変動値に比べて

大きく，粘性が低いと間隙水圧の変動は大きかった．また，

飽和度を高めたケース 02-2, 50-4 における P1 での間隙水

圧の変動は，飽和度が多少低いケース 02-1, 50-3 のそれよ

りも大きく，地盤の飽和度を高めると間隙水圧変動の振

幅が大きくなった．粘性が低く，飽和度が高いほど地盤の

過剰間隙水圧の伝播が速いことは地盤内の浸透の特性で

あり，波浪作用下の護岸地盤内でも同様の特性が表れて

いた．また，関口ら 41)の研究結果とも整合していた．被覆

工下部の P2, P4, P5 での間隙水圧を見ると，ケース 02-1, 
02-2 の 2 ケースでの間隙水圧は初期の 10 波を超えると上

昇する傾向を示したが，ケース 50-3, 50-4 の 2 ケースでは

そうではなかった．粘性の低い流体（M = 2）を用いた場

合，押し波時に被覆工と試料容器側面の隙間から水が地

盤に浸透したり，越波した水が護岸の地表面から地盤内

に浸透したりして，地盤の飽和化が徐々に進み，間隙水圧

が上昇傾向にあったと考えられる． 

 図-2.5 には，上記と同じ 4 ケースにおいて，引き波に

よって地盤が破壊する直前での過剰間隙水圧を示してい

る．引き波時の法先ブロック前面の水圧低下は，全てのケ

ースで約 15 kN/m2 である（動画から判断した水位低下量

から算出）．法先前面での水圧が低下し，全てのケースで

P1 での間隙水圧も低下したが，飽和度が高いケースと粘

性が低いケースでは，間隙水圧の減少量は大きかった．逆

に，これらのケースでは水の浸透によって P4 での間隙水

圧は増加していた．実際に，これらのケースでは浸潤面が

地盤内に大きく侵入していることを撮影した画像から確

認している．この地盤の上下での過剰間隙水圧差の増大

によって，斜め下方への浸透力も増大したはずである．ま

た，被覆工への揚圧力や法尻ブロックへの水圧差による

水平力も発生し，法尻前面の地盤では上向き浸透力によ

る地盤の緩み発生したと考えられる．被覆工への揚圧力

は，被覆工から地盤へ作用させる上載荷重を低減させ，地

 

図-2.3 すべり破壊時の変位ベクトル 

Covering panel

Toe block

Wetting front

Sliding

Nearly dry

Wet

# The amount of displacement is enlarged 3 times.

 

図-2.2 引き波時の破壊の様子 
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盤の拘束圧が低下して強度低下が発生する．結果的に，ケ

ース 02-1, 02-2 では，これらの影響ですべり破壊が生じた

と考えられる．一方，粘性が高いケース 50-3, 50-4 では，

過剰間隙水圧の差が小さく，発生する浸透力も比較的小

さく地盤破壊が発生しにくかったと考えられる．ただし，

地盤から水圧が抜けにくくなり，最終的には被覆工が揚

圧力で浮き上がったと推測される．この状態に至るまで

に 40 回以上の波を受けており，浸透時間の相似則による

と約 400 分以上に相当するため，長時間にわたって護岸

が波に曝されて被覆工下部の地盤に水圧が蓄積してから

被覆工の浮き上がりが発生したと言える． 

 越波防止工(iv)と被覆工の防水(v)の効果 
 実験ケース 01-2, 01-4, 50-1 では，被覆工と試料容器側

面の隙間を丸棒ゴムで塞ぎ，被覆工の脇を介する護岸内

部の地盤への水の侵入と海側への排水を遅らせた．これ

が護岸の破壊特性に与える影響を調べた．引き波時に地

 
図-2.4 地盤内の間隙水圧の時刻歴 
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盤内部の水が海側へ流出しないために，ケース 01-2, 01-4
において被覆工の浮き上がりが卓越する可能性もあった

が，結果として地盤のすべり破壊が卓越した．ケース 01-
4 では，護岸頂部に鉛直板を設けて越波を防止して地盤の

飽和化を遅らせたが，やはり地盤のすべり破壊が卓越し

た．これらのケースでは流体の粘性は高くなく，法先から

の排水が比較的早かったためと考えられる．ただし，前掲

の表-2.4 のように，ケース 01-1, 01-2, 01-3, 01-4 の順で破

壊までの時間が長くなっており，被覆工脇の防水や越波

防止には破壊時間を遅らせる効果があり，越波防止はよ

りその効果を発揮していた．完全に防水ができ，法先から

の排水が減れば，被覆工の浮き上がりが卓越する可能性

も考えられる．この状態を推測できるのがケース 50-1 で

ある．流体の粘性を 50 倍に高めて排水を遅らせたケース

50-1 では，被覆工脇の隙間を丸棒ゴムで防水すると，排水

速度は極端に低下することになる．ケース 50-1 の破壊時

間は丸棒ゴムを設置しなかった 50-2 よりもかなり短く，

排水速度の低下は被覆工の浮き上がりを早めたと言える． 
 被覆工周辺の砕石(vi)と水深(iii)の影響 
 ケース 01-5, 01-6では，被覆工下部の砂を砕石に替えた．

この場合，越波の有無にかかわらず，護岸は破壊しなかっ

た．これは，被覆工下部の砕石では排水速度が砂のそれよ

りも各段に大きく，引き波時に間隙水圧が残留せずに浸

透力が発生しなかったと考えられる．また，被覆工下部の

間隙水圧も残留しないために，被覆工の浮き上がりも生

じなかった．このことから，被覆工下部に透水性の高い土

材料を用いることは護岸地盤の安定性を高めると言える． 
 ケース 50-1, 50-2 では，法尻ブロックの前面に砕石を置

いた．シリーズ 50 の 4 ケースでは，いずれも被覆工の浮

き上がりによって護岸が破壊しており，法尻ブロック前

面の砕石が破壊形態に影響を与えることはなかった．し

かしながら，ケース 50-2 と 50-3 の破壊までの時間を比較

すると，法先部を砕石で強化することは破壊時間を遅ら

せていた．砕石の設置が，被覆工下部の地盤での水圧蓄積

を遅らせたのではないかと考えられる． 

 最後に，水位を 20 mm（実物スケールで 1 m）だけ高く

したケース 01-7 と基本ケース 01-1 を比較すると，本研究

の実験条件下では，この程度の水位の違いは実験結果に

大きな影響を与えていなかった．ただし，著者 3)は，地盤

内の水位が高い場合には地盤の不安定化が進むことを実

験的に示しており，今後，より詳細な検討が必要である． 
(3) 破壊メカニズム 

 護岸での地盤を含む破壊のメカニズムについては，過

去の文献 3), 4)にも記したところであるが，本研究では，実

験の諸条件を変化させて，破壊メカニズムの再検討を行

った．被覆工が浮いたケースでの破壊メカニズムは，被覆

工へ揚圧力が働いたためと容易に推測できる．一方，地盤

にすべり破壊が生じる場合の一般的な破壊の要因は図-

2.6 に示す 4 点にまとめられ，以下のように説明できる． 
要因(1) 被覆工下部の地盤の飽和化による単位体積重

量の増加およびサクションの低下 

要因(2) 引き波時における被覆工下部の地盤および法

尻ブロック周辺地盤での浸透力 
要因(3) 被覆工への揚圧力と法尻ブロックの両面にお

ける水圧差による海側への水平力および被覆工への

揚圧力に起因する地盤の拘束圧低下 
要因(4) 波による繰り返し載荷による地盤の軟化と液

状化 41) 
遠心模型実験の結果から，地盤のすべり破壊の要因(1)～

(3)については明確に確認できた．一方，図-2.4 にも示し

たが，波による繰り返し載荷による過剰間隙水圧の発生

は確認されなかった（図中の P1 の時刻歴を参照）．本研

 

図-2.5 引き波時の間隙水圧の分布 
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究の実験条件では，要因(4)の液状化による地盤のゆるみ

は発生していなかった．このため，後述の数値解析におい

ても繰り返し載荷に伴う液状化を再現していない．ただ

し，要因(2)の浸透力によって法先の地盤は上向き浸透力

を受け，地盤の拘束圧が低下する．実験で撮影した動画か

らも法先の地盤は波の来襲時に動いている様子が見られ，

この箇所は緩んでいたと考えられ，このことは数値解析

でも考慮した． 
 

3. 流体解析 

 

3.1 解析条件 

(1) 流体と地盤の複合挙動の数値解析法 

 遠心模型実験の断面を実物スケールに換算し，その断

面を用いて有限差分法によって流体解析を行った．護岸

の地表面での水圧を算出し，それを地盤の有限要素解析

（FEA）の境界条件として利用するためである．つまり，

流体と地盤の解析をカップリングした．流体と地盤の複

合挙動を正確にカップリングするためには，両者の界面

で流速と水圧を連続させる必要があり，流体と地盤の両

領域で使用できる支配方程式が必要である．流体の支配

方程式である Navier-Stokes 方程式に Darcy の法則に相当

する抵抗項を追加して修正することで，流体と地盤内の

間隙水の挙動を単一の支配方程式で解くことができる

（single domain 法）．しかしながら，この方法では界面で

の条件が不明確となるため，あまり利用されていない．一

方，流体と地盤内の間隙水を分離し，異なる支配方程式で

問題を解き，界面を境界条件とする two domain 法がよく

使われている．一般に，流体解析で得られた水圧を地表面

の境界条件として入力する一方向のカップリングモデル

が広く用いられている 18)–30)．この場合，間隙水の流速は

ダルシーの法則で記述され，界面での流速は不連続とな

り，質量保存則を厳密には満たさない．近年，双方向のカ

ップリングモデルを用いた数値解析もいくつか行われて

いる 42), 43)．Fujisawa & Murakami 42)は，地盤内の浸透につ

いて Darcy-Brinkman 方程式を解き，流速と水圧の両面か

ら界面の接続を可能にしたが，地盤解析で一般的に利用

できる段階には至っていない．Zhai & Jeng43)は，各時間ス

テップでの収束計算によって界面の連続性を保持する双

方向結合モデルを用いた解析を行い，界面付近の挙動に

おいて一方向と双方向のカップリングモデルの結果に差

があることを示した．しかし，地盤は線形弾性体としてモ

デル化されており，本研究において重要な点である地盤

 

図-2.6 引き波時の破壊の要因 
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の破壊特性や不飽和特性を反映することができない．な

お，流体と地盤の複合問題の数値解析については文献 44)

が詳しいので，必要に応じて参照されたい． 
(2) 解析方法 

 本研究では，流体と地盤を別々に考え（two domain 法），

流体から地盤への圧力の伝達のみを行う一方向の簡略化

したモデルを用いた．これは，護岸を形成する砂地盤の浸

透速度は遅く，浸透速度はほぼ水圧で表すことができる

ためである．この単純化は，界面付近の狭い領域での現象

解明よりも，護岸全体の安定性に着目した本研究での解

析には適切であると考えられる． 
 2 次元断面での流体解析には，解析実績の豊富な汎用プ

ログラムである CADMAS-SURF45)を用いた．運動量保存

には Navier-Stokes 方程式，質量保存には連続方程式，自

由表面運動には Volume of Fluid46)モデルを用いている．さ

らに，乱流モデル（k- モデル），砕波，越波，気泡を伴う

砕波など，多様な波の挙動を再現できる． 

 図-3.1 は，2 章で説明した遠心模型実験での実験断面

を実物スケールに換算して，有限差分にメッシュ化した

ものである．メッシュは護岸付近を細分化し，水平方向に

0.250 m，垂直方向に 0.125 m とした．護岸周辺部のメッ

シュ間隔は多少大きくした．地表面や被覆工と接する箇

所にはノンスリップ条件を採用した．波の入射には，左側

側面境界で流速を入力するピストン型造波モデルを用い

た．波の周期は 10 s として，実験での造波板の変位振幅

から下式を用いて求めた波高 2.92 m を計算に用いた． 
 

2 = 4sinh (2 ℎ⁄ )
4 ℎ⁄ + sinh(4 ℎ⁄ ) (7) 

 
ここに， ：波高（m），：造波板の変位振幅の半分（m），

ℎ：水深（m）， ：分散関係から得られる波長である． 
 

 

3.2 解析結果 

 流体解析の目的は，流体から地盤や被覆工に作用する

水圧とせん断力を算出し，地盤の変形解析での境界条件

を決めることである．図-3.2 は，遠心模型実験と流体解

析の波 1 周期における代表的な水面形状を比較したもの

である．両者は良く整合していることが分かる．図-3.3 に

は，法尻ブロック前面（実験ケース 50-2 では P1，流体解

析では F 点）での水圧の変動を比較している．護岸付近

では波が砕け非線形性が強いにもかかわらず，水圧の変

動の再現性が高いことが分かる．これらのことから，流体

解析の妥当性・正確さが示され，地盤の解析での境界条件

として利用した． 
 図-3.1 の差分メッシュの地盤や護岸と接する境界上に

ある白丸は，流体解析で得られた水圧の時刻歴を地盤解

析に直接入力した点である．この点間の節点には，線形補

間した値を入力することとした．図-3.4 に，一例として

図-3.1 の A～E の 5 点での水圧の時刻歴を示している．

A 点ではほぼ線形（上下対称）であるが，B 点を過ぎると

非線形性が強くなり，D，E 点では引き波時に水が護岸か

ら完全に後退するために水圧が 0 kN/m2 となっていた． 
 一般的に，流速は底面境界との接触で発生するせん断

力により小さくなり，作用反作用の法則から，このせん断

力は地盤にも作用する．せん断応力 （N/m2）は，Darcy-
Weisbach 式と平衡式から得られる次式で記述することが

できる． 

 

= ′ 2 (8) 
 

ここに， ′：摩擦係数， ：水の密度（kg/m3）， ：平均流

速（m/s）である．式(8)から，せん断応力は速度エネルギ

ーに比例することが分かる．さらに， ′はマニングの粗度

係数 (s/m1/3)を用いて，以下のように表される． 

 

 
図-3.1 流体解析に用いた有限差分メッシュ 
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′ = 2
/ = 2

/
/

7.66 ≅ 0.0341 /
/ (9) 

 

ここに， ：重力加速度（m/s2）， ：平均水深（m）， ：

砂粒子の直径（m）である．このように，マニングの粗度

係数は主に粗度によって決定されるため，非一様な流れ

に拡張されることが多い．なお，式(8)と式(9)には重力加

速度が含まれていないため，遠心力場での利用もそのま

まの形で行える． 
 式(9)によると，1/N サイズの土粒子を用いると，摩擦力

の相似比は 1 になるが，土の粒径を小さくすると土の性

質は大きく変化する．このため，本研究では砂の粒径を小

さくしなかった．この結果，摩擦力とせん断応力の相似比

は N1/3，すなわち N が 50 の場合には 3.68 となっている．

例えば，ks = 0.18×10-3 m, R = 0.022 m,  = 1000 kg/m3 ,  
= 6 m/s を式(8)と式(9)に代入すると，せん断応力は   =  

0.124 kN/m2 と求まる．この値は，地盤の安定性の観点か

らは無視できる値であった．このため，後述の FEA では，

地表に水圧のみを境界条件として入力した． 
 

  

 
図-3.2 遠心模型実験と流体解析での波形の比較 

 

(a) Centrifuge model test (b) Fluid analysis
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図-3.3 地表面での水圧の時刻歴の比較 
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図-3.4 有限要素解析に入力する水圧の時刻歴 
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4. 有限要素解析 

 

4.1 解析断面および初期・境界条件 

 遠心模型実験を模擬した流体と地盤の複合挙動に対し

て数値解析を実施し，地盤の応力や間隙水圧状態などを

把握することで，上述の実験結果から考察した破壊メカ

ニズムを応力などの観点から検証した．3 章で説明したよ

うに，有限差分法によって流体解析を行って護岸の被覆

工表面や地表面での水圧を算出し，それを地盤の有限要

素解析（FEA）の境界条件として用いた．FEA では，ケー

ス B，P，K の 3 ケースの計算を行った．それぞれの以下

の計算条件である． 

ケース B：基本ケースの解析であり，遠心模型実験の実

験ケース 01-1 を模擬した． 
ケース P：実験ケース 01-3 を模擬したもので，越波を防

止することを想定した． 

ケース K：越波を防止するなどの境界条件はケース P と

同様とし，地盤の透水係数を 1 桁小さくした．

粘性流体を用いることを想定している． 
FEA には，Imperial College London で開発されたプログラ

ム ICFEP (Imperial College Finite Element Program) 47)を使用

した．ICFEP は，応力の誤差補正を行う計算ステップを取

り入れた修正ニュートン・ラプソン型の非線形ソルバー

を採用したり，土と間隙水をカップリングして地盤の不

飽和状態を考慮したりすることができ，非線形かつ不飽

和の地盤の変形解析を実施できる 48)–50)． 

 図-4.1 に有限要素メッシュを示しているが，各メッシ

ュは 8 節点からなる四角形要素であり，8 節点に 2 つの変

位自由度と角の 4 節点には追加で間隙水圧の自由度を持

たせている．有限要素メッシュの寸法は遠心模型実験で

の実験断面を実物スケールに換算したものとした．図に

示したように，砂地盤（盛土部，原地盤，法先）と被覆工，

法尻ブロック，砕石地盤をモデル化した．被覆工と法尻ブ

ロックが地盤と接する箇所にはインターフェース要素を

入れ，揚圧力による被覆工の浮き上がりや滑動を考慮で

きるようにモデル化した 51)．各要素に単位体積重量を与

え，初期自重解析を行って初期応力状態を作り出した．図

-4.2 に，代表的な 2 か所での初期の間隙水圧分布（静水

圧分布）と鉛直方向の全応力・有効応力を示している．被

覆工下部の地盤では，地下水位より上部において静水圧

分布を延長したサクションが発生していると仮定した．

また，遠心模型実験では，ケース 50-4, 02-2 を除いて，地

盤は十分には飽和していないが，FEA では完全に飽和し

ているものとした．飽和していると仮定することは，過剰

間隙水圧の伝播が速いことを仮定することになる． 
 変位の境界条件については，遠心模型実験を模擬して，

左右境界での水平変位を固定し，底面境界での鉛直・水平

変位を固定した．応力と間隙水圧の境界条件としては，流

体と接する護岸表面や地表面に対して，水圧変動に相当

する荷重と間隙水圧の変動を与えた．これによって，波の

来襲を再現した．図-3.1 の境界上の点（白丸で図示）で

得られた水圧を図-4.1 の境界上の点（黒丸で図示）に入

 
図-4.1 地盤の変形解析に用いた有限要素メッシュ 

 

図-4.2 初期の間隙水圧と鉛直応力分布 
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力した．水圧を入力した節点間の節点においては，線形補

間した水圧を入力した．流体解析で算出した水圧を境界

条件とすることで，周期 10 s の波が来襲したことを模擬

したが，この周期は遠心模型実験での周期を実物スケー

ル換算したものである．護岸への波の来襲を模擬する解

析において複雑な点は，地盤が流体に接する時間と接し

ない時間がある節点が存在することである．この境界条

件を説明したものが図-4.3 である．地盤が水面下にあり

流体と地盤が接している場合，流体での水圧を地盤の間

隙水圧とすれば良い．一方，地盤が水面下に無い場合，境

界にある要素の間隙水圧の大きさによって境界条件を切

り替えた．間隙水圧が正ならば境界に向かって排水が進

むと考え，境界での間隙水圧を 0 kN/m2 とし，間隙水圧が

負ならば排水は進まないため，不透水条件とした．ICFEP
では地盤上に降水することを模擬するために，このよう

な境界条件の切り替えを自動で行うことを可能にしてい

る 52)．波の来襲に合わせて，この切り替えを計算過程の

中で行った．護岸の天端については，越波が無い場合には

水の侵入はないために，不透水条件とした．基本のケース

B では越波を模擬するため，護岸の法肩付近の節点での間

隙水圧を 0 kN/m2 として，水の侵入を可能とした． 
 

4.2 地盤のモデル化 

 FEA に用いた土のパラメータとその値を表-4.1 に示し

ている．被覆工，法尻ブロック，砕石地盤は線形弾性体と

してモデル化し，土よりもかなり硬いものとした．遠心模

型実験では被覆工と試料容器側面の間に隙間を設けて水

が護岸内部に侵入する条件とした．これを模擬するため

に，被覆工と法尻ブロックに透水係数を与えて間隙水を

カップリングした解析を行い，水の侵入を再現した．イン

ターフェース要素には弾塑性モデルを用いた．弾性挙動

はせん断剛性と法線剛性で定義し，塑性挙動は Mohr-
Coulomb モデルを用いて，粘着力を見込まず，せん断抵抗

角については摩擦試験から求めた摩擦力を再現できるよ

うに設定した．砂地盤には，Mohr-Coulomb の破壊基準に

従う修正した弾・完全塑性不飽和地盤モデル 48)を用いた．

このモデルでは，適切な水分特性曲線と透水モデル 47), 53)–

55)に土・水カップリング有限要素式 48)–50)を組み合わせて

解析できる．また，不飽和状態から完全飽和状態へのスム

ーズな移行を可能にするサクションの空気侵入値 sairと体

積ひずみに対するマトリックスサクションの効果を表現

する体積弾性率 H も導入されている．本解析では，sair = 3 

kN/m2，H = 24 MN/m2 とし，用いた砂の代表的な値を用い

た．ICFEP では，Barcelona Basic56)のような複雑な不飽和

挙動も再現できるが 57)–59)，本解析では計算の簡便さを優

先させ，必要なパラメータ数が少ない不飽和土用の Mohr-

Coulomb モデルを用いた．通常の Mohr-Coulomb モデルに

追加されるパラメータは 2 つだけである． 
 解析断面における砂地盤の領域は，変形係数以外のパ

ラメータを等しくした盛土部，原地盤，法先の 3 つに分け

た．上向き浸透力による拘束圧低下に伴って地盤が軟化

することを想定して，ケース B と P では，法先の地盤の

変形係数を 2000 kN/m2 から 500 kN/m2 に低減した．単位

体積重量やせん断強度などは要素試験から求めたもので

ある．なお，砂地盤の透水係数は実物スケールに換算して

50 倍とした．遠心模型実験では，波の動き（フルード則）

に対して 50 倍の速さで浸透が進むためである．ただし，

ケース K の透水係数は，他のケースでのそれよりも 1 桁

小さくした． 
 砂地盤の不飽和特性を考慮するために，van Genuchten
の水分特性曲線モデル 53), 54)を利用した．これは次式のよ

うに表される． 

 

= [1 + {( − ) } ] (1 − ) +
= 1 − 1 (10) 

 
ここに， ：飽和度， ：サクション（kN/m2）， ：不飽

和開始時のサクション（kN/m2）（飽和度が 100%以下とな

るサクションの値）， ：スケーリングパラメータ

（1/kN/m2）， , ：無次元のフィッティングパラメータ，

：飽和度の残留値である．これらのパラメータの大き

さは土によるが，文献 60)に用いられている砂の代表値を

本解析では用いた．これを表-4.2 に示している．不飽和

透水係数については，サクションの大きさに依存させら

 
図-4.3 間隙水圧の境界条件 
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れる以下のモデル 47)を用いた．この式では，対数変換し

た透水係数がサクションに対して線形的に変化する． 

 

log = log − −− log 
=  ( < ),    =  ( < )

(11) 
 
ここに， ：透水係数（m/s）， , ：飽和土の透水係

数と透水係数の最小値（m/s）， ：サクション（kN/m2），

, ：透水係数 と に相当するサクションである． 

本研究では，計算を安定化させることと，遠心模型実験で

の間隙水圧の上昇を再現するために，比透水係数 （=
⁄ ）が地盤の飽和度の低下程度となるように を調整

した．この関係を図-4.4 に示している．水分特性曲線に

van Genuchten モデルを用いる場合，不飽和透水係数とし

ては Mualem モデル 61)を併用することが一般的であるが，

このモデルを用いると，飽和度が多少低下するだけで急

激に透水係数が低下して，計算が不安定になった．図に示

すようにサクションの増加に対する飽和度の低下に比べ

て，急激に透水係数が低下する．このため，不飽和化に伴

う透水係数の低下を緩和して表-4.2 に示したパラメータ

を計算に用いた． 
 不飽和地盤内において，負の間隙水圧であるサクショ

ンは地盤の拘束圧を高め，変形係数やせん断強度を増加

させる．ただし，本解析では，不飽和地盤の計算を安定化

するために，サクションによる拘束圧変化に伴う変形係

数や強度の変化を考慮しなかった．対象とした地盤は砂

であり，その影響は小さい．例えば，サクションが 3.0, 3.8, 

表-4.1 有限要素解析に用いた計算パラメータ 

 E 
(kN/m2)  ’ 

(kN/m3) 
t 

(kN/m3) 
c 

(kN/m2) (Degree) 
ksat * 
(m/s) 

砂地盤（盛土部） 3000 0.263 9.3 15.5 0 41 0.5×10-2 
0.5×10-3 

砂地盤（原地盤） 7000 0.263 9.3 – 0 41 0.5×10-2 
0.5×10-3 

砂地盤（法先） 500 
2000 0.263 9.3 – 0 41 0.5×10-2 

0.5×10-3 

前面の砕石層 1.0×105 0.263 9.8 – – – 0.5×10-1 

0.5×10-2 

被覆工と法尻ブロック 1.0×106 0.495 9.8 19.6 – – 0.4×10-2 

0.4×10-3  

 Ks and Kn ** 
(kN/m3) 

c 
(kN/m2) (Degree) 

インターフェース要素（法尻ブロック下部） 1.0×105  0 19 

インターフェース要素（被覆工下部） 1.0×105 0 50 

   * 上の値がケース B と P での値，下の値がケース K での値である． 
   ** 接線方向と直角方向に同じ値を用いた． 

 

表-4.2 不飽和土のパラメータ 

項目 値 

空気侵入時のサクション, sair 
不飽和開始時のサクション, sdes 

3.0 kN/m2 

飽和度の残留値, Sr0 10.7 % 

スケーリングパラメータ, 1.48 m2/kN 

無次元パラメータ, n, m 2.68, 0.627 

透水係数が変化し始める時の 
サクション, s1, s2 

3.1, 6.0 kN/m2 

比透水係数, ksat/kmin 15 

体積弾性率, H 24.0 MN/m2 

 

 
図-4.4 透水係数と飽和度 
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7.0 kN/m2 だとすると，それぞれ飽和度は 100, 60, 15％程

度に低下するため，実際の拘束圧変化は小さく，せん断強

度の増加も 2.6, 2.0, 0.9 kN/m2 程度である（せん断強度は

サクションと飽和度を掛け合わせて tan を掛けて算出）

地盤全体のせん断強度から考えて，これらの影響は小さ

いと言える． 

 
4.3 解析結果 

 図-4.5 は，護岸に所定の波を加えた後の累積変位をベ

クトルで示したものである．護岸の破壊挙動を判別しや

すくするため，ベクトルの長さを算出された変位量の 7 倍

にして示している．図に示すように，ケース B と P では，

法尻ブロックの前面から被覆工の背後にかけて地盤のせ

ん断変形が顕著な箇所があり，すべり面に相当するひず

みが発生していた．つまり，護岸内部の地盤ですべり破壊

が生じた遠心模型実験のケース（01-1 や 01-3 などの低粘

性のケース）と同様の破壊形態となっていた．また，越波

を想定したケース B では，図に示すようにせん断する箇

所が深くなる傾向にあった．一方，透水係数を小さくした

ケース K では，他のケースと同じ波の入射時間である 130 
s の間にすべり破壊は発生しなかった．遠心模型実験では，

流体の粘性を高めることですべり破壊が生じなくなった

が，この傾向と一致していた．ケース K の解析において，

より多くの波を入射し，護岸内部の地盤での間隙水圧を

高めることで，被覆工が浮くことを模擬できると推測さ

れる． 
 法尻ブロックの水平変位の時刻歴を図-4.6 に示してい

る．正の水平変位は，ブロックが海側に移動していること

を示す．いずれのケースにおいても，初期の 1～2 波によ

って法先ブロックが海側に移動した．その後，ケース B と

P では引き波時に海側への移動が生じ，押し波時に一部の

変位が回復するが，全体としては海側への変位が大きく，

それが累積して最終的には両ケースで護岸は破壊に至っ

た．また，解析開始後 70 s までの変位はケース B と P で

ほぼ同じであったが，ケース B の法先ブロックの変位は

この後に大きくなり，越波による地表面からの水の浸透

が破壊を促進したことが分かる．特に，100 s（10 波）以

降の変位の増加率は大きく，破壊が顕著に進行し始めた

ことが分かる．これは，遠心模型実験のケース 01-1 にお

いて 15 波以降に地盤破壊が進行したこととよく一致する．

ケース K では，解析した時間の範囲では，護岸が波を繰

返し受けても法先ブロックの水平変位は蓄積されなかっ

た． 
 以上のように，護岸内部の地盤ですべり破壊が生じた

り，護岸天端の地表面からの浸透の防止は破壊を遅らせ

たり，流体の粘性を高めることですべり破壊を防止した

りできた．これらは，遠心模型実験で観察された護岸地盤

の破壊特性と一致していた．そこで，FEA によって地盤

内部の応力や間隙水圧の状態を確認し，この要因につい

て検証した．図-4.7 は，解析開始後 120 s（12 波の来襲

後）における地盤の飽和度をコンター図として示したも

のである．初期段階では護岸内部の地下水位以上では飽

和度は低く，地下水位以下では飽和度が高い．波が来襲す

ることで護岸付近から飽和度が高まり，地盤が湿潤した

様子を確認できる．各ケースの計算結果を比較すると，ケ

ース B では，越波を模擬した護岸天端での境界条件によ

って護岸内部の地盤の飽和度が高まり，越波を模擬しな

かったケース P よりも湿潤する領域が広かった．ケース 

 
図-4.5 有限要素解析による変位ベクトル図 

 

図-4.6 法尻ブロックの水平変位量 
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K では，地盤の透水係数を低くしたために，120 s の解析

時間では地盤はほぼ湿潤しなかった．このように，高い透

水性と越波による水の侵入が護岸内部の地盤の飽和度を

高めたことを確認できた．これは，地盤の単位体積重量を

増すことになり，間隙水圧の発生によって有効応力を低

下させる．それらが地盤のすべり破壊の発生に寄与した

ことが推測される． 
 遠心模型実験においては，被覆工や法尻ブロック下部

の間隙水圧の変化も地盤破壊の要因であることが考えら

れた．これを確認するため，解析ケース P と K の引き波

時の過剰間隙水圧を調べてみた．図-4.8 に解析の最終段

階での引き波時における過剰間隙水圧の分布を示す．い

ずれのケースにおいても，法先の地盤内部では地表面と

同程度の間隙水圧の低下が見られるが，被覆工下部の地

盤での間隙水圧は被覆工表面でのそれよりも高く保たれ

ていた．この水圧差は被覆工に揚圧力として作用し，被覆

工から地盤へ作用する荷重が低下することになり，これ

は地盤の拘束圧を低下させる．また，法尻ブロックの左右

においても水圧差があり，陸側から海側に向かって水圧

差に起因する水平力が発生する．これらが，護岸の破壊を

助長したと考えられる．両ケースのコンターを比較して

みると，例えば-3.9kN/m2 のコンター線の位置が異なり，

ケース K よりもケース P での線が地盤の内部にあった．

これは，ケース P での間隙水圧の減少がより進んでいた

ことを示している．この間隙水圧分布の違いが地盤内の

浸透力の違いを生むことが推測される． 

 護岸地盤の破壊のもう 1 つの要因が，被覆工下部と法

尻ブロック周辺の浸透力である．地盤内に発生する浸透

力とそれに起因するせん断力を見てみる．図-4.9 に，図-

4.1 に示した要素 F と G における被覆工下部と法尻ブロ

ックの前での浸透力を表す．要素 F については被覆工の

長手方向（斜め下方）に平行な浸透力の成分を，要素 G に

ついては浸透力の鉛直成分を示している．それぞれ，被覆

工下部の地盤を斜めに下向きに動かす力と法先の地盤を

上向きに持ち上げる力となる．要素 F での浸透力を見る

と，いずれのケースにおいても引き波時に大きな浸透力

が発生しており，地盤を下方に動かそうとする力が発生

していた．要素 G に着目すると，引き波時に上向きの浸

透力が発生し，法先の地盤の拘束圧の低下が発生したこ

とが分かる．これによって法尻ブロックに対する水平方

向の抵抗力が低下したと考えられる．各ケースの値を比

 
図-4.7 盛土部での地盤の飽和度の分布 
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図-4.8 過剰間隙水圧の分布 

case P (No overtopping)

(Unit: kPa)

7.8 3.9 0.0 -3.9 -7.8

-11.8

-7.8 -3.9

0.0
0.0

-14.7
-7.4

case K (Low permeability)
0.0

0.0

-14.7
-7.4

-11.8

(Unit: kPa)

7.8 3.9 0.0 -3.9 -7.8 -7.8 -3.9

 
図-4.9 被覆工下部と法先での浸透力の時刻歴 
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較すると，要素 F および G のいずれにおいても，ケース

B と P の浸透力はケース K のものよりも大きく，これが

ケース B と P での護岸地盤での破壊を引き起こしたと言

える． 
 最後に，3 つのケースにおける要素 G での偏差応力を

確認しておく．図-4.10 に示すように，いずれのケースに

おいても，引き波時に偏差応力が大きくなり，せん断応力

が発生していたことが分かる．特に，ケース B と P での

引き波時の偏差応力はケース K のものよりも大きく，ケ

ース B と P においては，より大きなせん断力が発生した

ことを確認できた．以上のことから，FEA の結果は，遠心

模型実験での観察結果を応力や間隙水圧などの観点から

裏付けていることが分かった．つまり，護岸内部の地盤破

壊は以下の 3 つの要因の組み合わせで破壊していること

を検証できた．  

(1) 護岸内部の地盤への浸透と越波した水の浸透によ

る被覆工下部の地盤の飽和化 
(2) 引き波時における被覆工下部の地盤と法尻ブロッ

ク周辺地盤での浸透力 

(3) 被覆工への揚圧力と法尻ブロックの両面における

水圧差による海側への水平力および被覆工への揚圧

力に起因する地盤の拘束圧低下 
なお，FEA でモデル化していない法先での地盤の液状化

やサクションの低下については，これらの要因は含めて

いない． 
 

5. 地盤の安定性評価法の検討 

 

5.1 評価方法 

 我が国の海岸護岸の設計は，文献 62)に基づいて行われ

ている．そこでは，護岸での地盤の安定性はすべり破壊を

想定して評価することとなっており，円弧すべりを仮定

する場合には修正フェレニウス法 63)によって計算するこ

とが書かれている．ただし，計算では自重や間隙水圧，波

力，水位条件を考慮しなければならないが，それらの設定

方法が明確に示されておらず，計算が適切に行われてい

るか不明である．遠心模型実験や有限要素解析（FEA）で

示したように，護岸に波が来襲すると，地盤内の水位に比

して前面の水位が大きく変動し，引き波時には前面水位

が相対的に低くなる．これに加えて，護岸内部に水が浸透

して飽和度が高まって地盤内の浸透力が発生するなどし

て，護岸が破壊に至っていた．このことから，護岸の安定

性を評価する上で，引き波時の護岸前面の水位を仮定し，

護岸内部の地下水位が残留していることを評価する必要

がある．また，長期的な波の作用や，越波，豪雨によって

護岸内部の地盤の飽和化が進む条件であれば，地盤内部

の間隙水の特性を考慮すべきであるし，護岸前面が洗掘

される可能性があるならば，それも考慮する必要がある． 
 本章では，上記のような条件を考慮した円弧すべり計

算によって護岸における地盤の安定性について評価して

みる．なお，実験で生じた揚圧力による被覆工の浮き上が

りについては別に照査を行う必要があるが，本研究は地

盤破壊に着目しており，その照査法の説明は省略する．遠

心模型実験においては地盤のすべり破壊が生じており，

円弧すべり計算で安定性をある程度評価できると考えら

れる．実際のすべり面の形状は純粋な円弧ではなかった

が，過去からすべり面が円弧ではない斜面安定問題に対

しても円弧すべり計算が利用されており，安定性評価手

法としての信頼性も高い．計算方法としては，修正フェレ

ニウス法に加えて，比較のために簡易ビショップ法 64)と

土田法 65)も採用した．これらは，我が国の港湾構造物の

設計基準 66)において，標準的に用いる方法として示され

ている．修正フェレニウス法では，円弧内の地盤の分割片

に作用する力のつり合いを考える際に，両側面に作用す

る力の合力の方向が分割片底面の傾斜角に等しいと仮定

する．これによって，分割片の底面垂直方向の力のつり合

い式において分割片側面の力を無視することができ，簡

便に計算できる．一方，簡易ビショップ法では，両側面に

作用する力の合力の方向が水平になることを仮定する．

土田法では，両側面に作用する力の合力の方向を修正フ

ェレニウスと簡易ビショップ法での方向の間とする．修

 

図-4.10 法先での偏差応力の時刻歴 
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正フェレニウスでの合力の角度（分割片底面の傾斜角）を

，簡易ビショップでの合力の角度を 0 として，土田法で

は合力の角度を とする．土田ら 65)は， = 1/3.5 とする

ことを推奨している．地盤が砂質土の場合，修正フェレニ

ウス法は安定性を過小評価し，簡易ビショップ法はそれ

を過大評価することが指摘されており，土田法では地盤

の安定性を適切に評価できるように調整されている． 
 応力や間隙水圧の扱い方としては全応力法を用いた．

全応力法では，間隙水圧の分布を求めないために，浸透力

を陽に地盤に加えることはできない．この代わりに，起動

モーメントに寄与する地盤の重量を飽和重量とし，水の

重量によって浸透力を考慮する．この方法は簡便ではあ

るが，法尻ブロック下部や前面においては浸透力が水平

や上向き方向であるのに対して，水の重量は下向きに作

用して，それらの方向が一致せず，実現象とは異なる．こ

のため，本計算では耐力作用比 R/S が実際の値よりも多少

大きめになると考えられる．計算では，以下の 4 つの状態

を仮定した．また，4 つの状態を図-5.1 に図示している． 

Step A: 波浪来襲前の静穏時 
Step B: 前面の水位が低下する引き波時 

Step C: 地盤が飽和した後の引き波時 
Step D: 法先が洗掘された後の引き波時 

Step A は波の来襲前を想定したものである．Step B では，

初期の水位が地盤内に残留した状態で，護岸前面の水位

が低下したことを想定している．Step C では，Step B の状

態から護岸内部の地盤が飽和したことを想定した．さら

に Step D では，Step C に加えて，法尻ブロックより前面

の地盤が洗掘したことを想定した．図には，計算における

単位体積重量の与え方も示している．図中の S と R は，

それぞれ起動モーメントと抵抗モーメントを計算する際

の単位体積重量である．全応力法としたので，護岸前面の

水位と残留水位に挟まれた地盤での単位体積重量につい

ては，起動モーメントの計算では飽和重量を，抵抗モーメ

ントの計算では水中重量を用いた．また，Step D におい

て，洗掘した箇所については，単位体積重量とせん断強度

が無いものとした． 
 

5.2 妥当性の検証 

 前節で述べた方法での円弧すべり計算の妥当性を確認

するために，遠心模型実験と FEA で用いた護岸地盤での

安定性を円弧すべり計算で評価した．遠心模型実験での

実験断面を実物スケールに換算して計算断面とした．計

算に用いたパラメータを表-5.1 に示しており，これらの

値は FEA で用いた値となっている．計算では，法尻ブロ

ックの陸側下端を円弧の通過点として設定し，図-5.1 に

示した Step A～D の 4 つの状態において最小の耐力作用

比 R/S となる円弧すべり面とその時の R/S を求めた． 

 
図-5.1 仮定する 4 つの状態 
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表-5.1 円弧すべり計算のパラメータ 

 
単位体積 

重量 
(kN/m3) 

粘着力 
(kN/m2) 

内部 
摩擦角 
（度） 

砂地盤 
（上段：気中） 
（下段：水中） 

15.5 0 41 

9.3 0 41 

砂地盤 
（残留水位部） 19.1, 9.3 0 41 

被覆材 
（上段：気中） 
（下段：水中） 

19.6 ― ― 

9.8 ― ― 

砕石層 
（上段：気中） 
（下段：水中） 

15.5 0 41 

9.3 0 41 
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 代表として Step A での最小の R/S となる修正フェレニ

ウス法での円弧すべり面を図-5.2 に示す．円弧すべり面

は，計算条件とした法尻ブロック陸側下端を通り，上部工

先端を通過していた．他の簡易ビショップ法や土田法で

計算した場合や，Step B～D においてもほぼ近い位置に円

弧すべり面が位置していた．遠心模型実験や FEA におい

ても，ほぼ同じ位置においてすべり面が発現して地盤が

破壊しており，計算が破壊形態を再現できていることが

確認できた． 
 3 つの計算方法と 4 つの状態での円弧すべり計算の結

果を表-5.2 に示している．まず，修正フェレニウス法で

の計算結果を見ると，状態が Step A から Step D に移るに

つれて R/S が小さくなることが分かる．Step C から Step D
に移る際に，R/S は 1.0 以下となり，抵抗モーメントより

も起動モーメントが大きくなり，地盤は安定性を失った．

他の計算法についてもほぼ同様の結果であり，状態がStep 
A から Step D に移ると R/S は小さくなり，Step D となる

と R/S は 1.0 以下となっていた．遠心模型実験と FEA で

は，被覆工下部の地盤が飽和化して，法先の地盤が緩み，

引き波時においてすべり破壊が生じており，この状態は

Step C と Step D などに相当する．このことから，いずれ

の計算法によっても，円弧すべり計算は遠心模型実験や

FEA での地盤の安定性を適切に評価できていた．つまり，

円弧すべり計算によって，護岸での地盤の安定性を評価

できることが実証された． 
 表-5.2 での計算法の違いに着目すると，過去の研究 65)

でも指摘されているように，修正フェレニウス法での R/S
は小さく，簡易ビショップ法での R/S は大きかった．また，

土田法はその間の値を示していた．この傾向は安定性が

高い状態で顕著であり，安定性が低下してくると計算方

法の違いは小さくなり，R/S が 1.0 以下になると順番が逆

になっていた．設計においては，護岸での地盤の安定性を

評価する場合には，修正フェレニウス法で R/S が 1.3 以上

などとなるように設定されるが，R/S を小さく見積もり感

度が鈍い修正フェレニウス法での検討は安全側の設計と

なっていることが確認された． 
 

5.3 種々の断面での安定性 

 遠心模型実験や FEA で検討した護岸の形式は法尻ブロ

ックと被覆工からなる傾斜型のものであったが，護岸の

形式としては，緩傾斜型や直立型，混成型などもある．こ

こでは，傾斜型以外の護岸形式の安定性について検討す

る．緩傾斜型の護岸については，傾斜が緩いために地盤の

安定性は高いと考えられ，ここでの検討から省く． 
 直立型護岸の検討断面として図-5.3 に示す仮想断面を

用いて，その安定性について調べた．計算に用いたパラメ

ータは前述の表-5.1 に示したものである．計算では，直

立堤の陸側下端を円弧の通過点として設定し，Step A～D
の 4 つの状態において最小の耐力作用比 R/S となる円弧

すべり面とその時の R/S を求めた．計算結果の例として，

図-5.4 に Step A での最小の R/S となる円弧すべり面を示

している．修正フェレニウス法と簡易ビショップ法で求

めた円弧すべり面を示している．修正フェレニウス法で

の円弧が最も小さく，簡易ビショップ法での円弧は大き

かった．土田法はその間の円弧の大きさとなっていた．

Step B～D においても同様の傾向ではあったが，全体的に

円弧が大きくなる傾向にあった．3 つの計算方法と 4 つの

 
図-5.2 円弧すべり面（Step A） 

Modified Fellenius

Pass point

表-5.2 円弧すべり計算の結果 

 修正フェレ

ニウス法 土田法 簡易ビショ

ップ法 

Step A 1.314 1.548 1.695 

Step B 1.124 1.242 1.316 

Step C 1.031 1.083 1.099 

Step D 0.849 0.810 0.784 

 

 
図-5.3 仮定した直立型護岸 
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図-5.4 直立型護岸での円弧すべり面（Step A） 
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状態での R/S を表-5.3 に示す．状態が Step A から Step D
に移ると R/S は小さくなり，R/S が比較的大きいと，修正

フェレニウス法，土田法，簡易ビショップ法の順で R/S が

大きくなっていた．R/S が小さくなると，計算法による違

いは縮小していた．これらの傾向は，前に示した傾斜型の

護岸での結果と同じであり，直立型の護岸であっても地

盤の安定性の傾向は変わらなかった． 
 混成型護岸の検討断面としては図-5.5 に示す仮想断面

を用いた．計算に用いたパラメータは前述の表-5.1 に示

したものであり，直立堤の陸側下端を円弧の通過点とし

て設定した．Step A～D の 4 つの状態において最小の耐力

作用比 R/S となる円弧すべり面とその時の R/S を求めた．

図-5.6 に，修正フェレニウス法と簡易ビショップ法で求

めた Step A での最小の R/S となる円弧すべり面を示す．

ここでも，修正フェレニウス法での円弧が最も小さく，簡

易ビショップ法での円弧は大きかった．土田法はその間

の円弧の大きさとなっていた．Step B～D においても同様

の傾向であった．3 つの計算方法と 4 つの状態での R/S を

表-5.4 に示している．状態が Step A から Step D に移ると

R/S は小さくなり，R/S が比較的大きいと，修正フェレニ

ウス法，土田法，簡易ビショップ法の順で R/S が大きくな

っていた．R/S が小さくなると逆になり，簡易ビショップ

法，土田法，修正フェレニウス法の順で R/S が大きくなっ

ていた．混成型護岸においても，傾斜型や直立型護岸と同

様の安定性の評価結果となっていた．なお，混成型護岸で

は高く地盤が盛られているために地盤の安定性は低い傾

向にあり，引き波や地盤の飽和化，法先の洗掘の影響が大

きく表れていた． 

 このように，擁壁と地盤で構成されている単純な断面

形状の護岸であれば，円弧すべり計算による地盤の安定

性評価を行えると考えられる．一方，地層構成が複雑な場

合や，地盤材料の強度特性の評価が難しい場合，既存と新

設構造物が複合する場合など，一様なすべり面による破

壊が生じないことも想定され，そのような断面に対して

の円弧すべり計算の適用性は低い可能性がある．模型実

験や他の数値解析を行うことも必要である． 

 
  

表-5.3 円弧すべり計算の結果（直立型護岸） 

 修正フェレ

ニウス法 土田法 簡易ビショ

ップ法 

Step A 1.560 1.901 2.066 

Step B 1.391 1.592 1.695 

Step C 1.299 1.366 1.401 

Step D 1.145 1.175 1.186 

 

 
図-5.5 仮定した混成型護岸 
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図-5.6 混成型護岸での円弧すべり面（Step A） 

Modified Fellenius

Simplified Bishop

表-5.4 円弧すべり計算の結果（混成型護岸） 

 修正フェレ

ニウス法 土田法 簡易ビショ

ップ法 

Step A 1.399 1.631 1.764 

Step B 1.284 1.466 1.572 

Step C 0.950 0.952 0.959 

Step D 0.772 0.700 0.665 
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6. 地盤の安定化のための対策法の検討 

 

6.1 護岸の補強 

(1) 法先地盤の洗掘・緩み対策 

 護岸では，コンクリート版や被覆ブロックなどの被覆

工で地盤を波から保護しているが，現在でも高波による

被災は続いている．今後も台風の規模が増すなどして，被

害が拡大する可能性があり，重要度の高い護岸について

は補強が必要となってくる．前章までで護岸の被災形態

を確認し，円弧すべり計算によって安定性を評価した．本

章では，確認した破壊形態を考慮しつつ円弧すべり計算

も活用して，護岸での地盤の安定性を高める方策につい

て検討してみる． 
 最初に考えられる対策は，法尻ブロック前面の洗掘や

ゆるみ対策である．5 章の安定性評価結果に示すように，

Step A から Step B や Step C に進むと，引き波時の水位条

件や被覆工下部の地盤の飽和化によって護岸の安定性は

低下した．さらに，Step D のように法先地盤の重量と強度

が失われると安定性は大きく低下した．このことは，法先

の地盤が洗掘されないようにすることは安定性を保つ上

で有効であることが分かる．図-6.1 に示すように，洗掘

防止工を設けたり，砕石層に置き換えたりする対策方法

が既に現場で適用されており，この対策は地盤の安定性

を向上する上でも有用である．実際に，遠心模型実験のケ

ース 50-1 と 50-2 においても，法尻ブロック前面に砕石層

を設けることで法尻ブロックや被覆工の滑り出しを抑制

でき，対策効果が表れていた． 
(2) 法先での矢板や固化処理土の打設 

 遠心模型実験や有限要素解析（FEA）で観察された地盤

の破壊形態として，法尻ブロック下端から上部工先端に

かけてのすべり破壊もあった．この破壊形態を考えると，

すべり面の位置が深くなり円弧の半径が増せば，地盤の

安定性も向上するはずである．その方法としては，法尻ブ

ロック付近に矢板やセメント固化処理土を打設して，そ

の部分でのすべり面を抑制し，全体のすべり面の位置を

深くすることが考えられる．この方法による対策を検討

した． 

 遠心模型実験と FEA で用いた護岸において，法尻ブロ

ック前面の地盤を固化処理したことを仮定した．この断

面図を図-6.2 に示す．計算に用いたパラメータは前述の

表-5.1 に示したものであり，固化処理土の陸側下端を円

弧の通過点として設定した．また，Step A～D の 4 つの状

態において最小の耐力作用比 R/S となる円弧すべり面と

その時の R/S を求めた．計算結果の例を図-6.3 に示して

いる．図には，Step A での最小の R/S となる円弧すべり面

を示している．修正フェレニウス法と簡易ビショップ法

で求めた円弧すべり面を示している．修正フェレニウス

法での円弧が最も小さく，簡易ビショップ法での円弧は

大きかった．土田法はその間の円弧の大きさとなってい

た．Step B～D においても同様であり，各計算方法での円

弧すべり面の位置は大きくは変わらなかった． 
 3 つの計算方法と 4 つの状態での R/S を表-6.1 に示す．

対策を施していない場合と同様に，状態が Step Aから Step 

D に移ると R/S は小さくなり，R/S が比較的大きいと，修

正フェレニウス法，土田法，簡易ビショップ法の順で R/S
が大きくなっていた．R/S が小さくなると，計算法による

違いは縮小していた．無対策の場合の R/S を示した表-5.2

と比較すると，全般的に R/S が大きくなり，地盤の安定性

が増して対策効果は表れていた．無対策の場合，Step C の

 

 

図-6.1 法先地盤の洗掘・緩み対策 
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図-6.2 法先地盤の固化処理 
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図-6.3 法先での固化後の円弧すべり面（Step A） 

Modified Fellenius

Simplified Bishop
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状態でほぼ R/S は 1.0 に近づくが，対策を施した場合，

Step D になって R/S が 1.0 に近づいていた．これは，法先

が洗掘しても安定性が保てることになり，対策効果が大

きいことが分かる．なお，法先に矢板を打設する方法は従

来から行われている護岸の補強方法の 1 つである．固化

処理土の安定性を適切に設定することで，法尻ブロック

や被覆工が海側へ滑り出すことも抑制できる． 

(3) 被覆工下部の砕石層 

 被覆工付近の対策も発想される．遠心模型実験や FEA
の結果から，被覆工下部の地盤内での飽和化や浸透力が

護岸での地盤破壊を助長していた．このことから，飽和化

を防いだり，浸透力を発生させたりしないことも，護岸で

の地盤の安定性を高めると考えられる．方法としては，被

覆工の直背後の地盤を砕石層に置き換えることが考えら

れる．砕石層にすることで，引き波時に護岸前面の水位が

下がれば透水性の高い砕石層内での水位も下がり，飽和

化や浸透力の発生を抑制できる．被覆工への揚圧力もほ

ぼ生じなくなるため，この対策方法の有効性は高いと考

えられる．この方法についても，従来から行われており，

被覆工下部に砕石層が設置されている護岸も多い． 
 前項と同様に遠心模型実験と FEA で用いた護岸に対策

を施すことを考えた．図-6.4 に示すように，被覆工下部

に砕石層を設けたことを想定した．図に示すように，その

厚さを 2 種類とした．計算パラメータは前述の表-5.1 に

示したものと同じであり，安定性を比較しやすいように

砕石層には砂層と同じパラメータを用いた．ただし，引き

波時に排水が進むと考えて，残留水位は砕石層よりも陸

側に設定した．つまり，引き波時には砕石層の重量を乾燥

重量とした．また，法尻ブロックの陸側下端を円弧の通過

点とし，Step A～D の 4 つの状態において最小の耐力作用

比 R/S となる円弧すべり面とその時の R/S を求めた． 
 砕石層の幅が狭い場合の計算結果から見ていく．図-

6.5 には，修正フェレニウス法と簡易ビショップ法で求め

た Step B での円弧すべり面を示している．ここでも，修

正フェレニウス法での円弧が小さく，簡易ビショップ法

での円弧は大きい傾向にあった．Step C や D においても

同様であった．4 つの状態での R/S を表-6.2 に示してい

る．状態が Step A から Step D に移ると R/S は小さくなる

傾向があり，R/S が比較的大きいと，修正フェレニウス法，

土田法，簡易ビショップ法の順で R/S が大きくなってい

た．R/S が小さくなると，計算法による違いは縮小してい

た．ただし，特に修正フェレニウス法では，Step A～Step 

C での R/S に大きな違いはなく，被覆工下部に砕石層を設

けることで，引き波時の水理条件や砕石背後の地盤の飽

和化が生じても地盤の不安定化は起こりにくいことが分

かった．無対策での R/S（表-5.2 参照）と比較しても，対

策を施した場合には全般的に R/S が大きく，対策効果が得

られることを確認できた． 
 砕石層の幅を広げた場合，修正フェレニウス法と簡易

ビショップ法で求めた Step B での円弧すべり面は図-6.6

のようになった．砕石層を厚くしたために，最も R/S が小

さくなるのは，計算法にかかわらず法尻ブロックの下端

表-6.1 円弧すべり計算の結果（法先での固化後） 

 修正フェレ

ニウス法 土田法 簡易ビショ

ップ法 

Step A 1.653 2.028 2.217 

Step B 1.318 1.550 1.669 

Step C 1.229 1.337 1.383 

Step D 1.001 1.030 1.034 

 

 

図-6.4 被覆工下部の砕石層 
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図-6.5 被覆工下部に狭い砕石層を設定した場合 

の円弧すべり面（Step B） 

Modified Fellenius

Simplified Bishop

表-6.2 円弧すべり計算の結果（狭い砕石層） 

 修正フェレ

ニウス法 土田法 簡易ビショ

ップ法 

Step A 1.314 1.548 1.695 

Step B 1.311 1.490 1.587 

Step C 1.311 1.453 1.475 

Step D 1.094 1.179 1.212 
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から上部工先端を通過する円弧すべり面であり，両者は

ほぼ同じ円弧であった．4 つの状態での R/S を表-6.3 に

示す．この結果は砕石層が狭い場合の R/S（表-6.2 参照）

とほぼ同じであった．これは，砕石層がある程度を有して

いると，R/S が最小となる円弧すべり面は法尻ブロックの

下端から上部工先端を通過するものであり，砕石層の厚

さに関係なく円弧すべり面と R/S が決まるためと考えら

れる．つまり，砕石層を設けること自体には対策効果があ

るが，ある程度の幅の砕石層を設けることで，それよりも

幅を広くしても，安定性の増加には寄与しないことが分

かった． 
(4) 被覆工下部の地盤の飽和化防止 

 前項で述べたように，被覆工下部の地盤内での飽和化

や浸透力が護岸での地盤破壊を助長しており，飽和化を

防いだり，浸透力を発生させたりしないことで，護岸での

地盤の安定性は高まると考えられた．被覆工背後に砕石

層を設けることも効果的であるが，地盤を飽和させない

方法も考え得る．残留水位より上部の地盤が飽和する理

由は，被覆工を通じて護岸前面から侵入する水や，越波に

よって天端に流れ込んだ水，豪雨などで流れてきた水が

地盤に浸透することである．揚圧力を大きく受けること

になるために，被覆工の防水性を高めることは難しいか

もしれないが，越波を防いだり，豪雨で流れ込んできた水

を地盤に浸透させたりせずに海に排水する対策は考えら

れる．5 章の安定性評価での状態で言うと，法先で洗掘が

生じないならばStep Bに留めることができることになり，

この対策も有用と考えられる． 
 

6.2 天端高さの確保 

 前節では，法尻ブロックや被覆工付近に対策を施して，

護岸自体を補強する方法について検討した．ここでは，発

想を変えて，法尻ブロックや被覆工を補強せずに，それら

の背後に矢板や地盤改良による格子状の固化処理土壁を

構築する方法について述べる（図-6.7 参照）．法尻ブロッ

クや被覆工の補強には限界があり，高波に対して強くで

きたとしても，別の自然災害である地震動に対して強く

することは容易ではない．そこで，法尻ブロックや被覆工

の破壊をある程度許容しつつ，背後の地盤内に天端高さ

を保てる矢板や固化処理土を設けることが考えられる．

矢板を用いる方法は文献 67)で紹介され，この方法で実際

に対策が施された現場もある．矢板は比較的高価である

ため，地盤改良を施工できる地盤条件であれば，固化処理

土を打設して固化処理土壁を構築する方法も考えられる．

著者を含む研究グループ 68), 69)では，海岸堤防の中央部に

深層混合処理工法で格子状の固化処理土壁を構築し，地

震動や津波越流が作用しても天端高さを保てる工法を検

討している．図-6.8 には，遠心模型実験における津波越

流後の堤防の様子を示している．図に示すように，固化処

理土壁周辺の法面は崩壊か喪失しているが，固化処理土

壁自体は残存し，天端高さを保つことに成功している．こ

れと同様の対策を護岸にも適用することが考えられる． 
  

 

図-6.6 被覆工下部に広い砕石層を設定した場合 

の円弧すべり面（Step B） 

Modified Fellenius

Simplified Bishop

表-6.3 円弧すべり計算の結果（広い砕石層） 

 修正フェレ

ニウス法 土田法 簡易ビショ

ップ法 

Step A 1.314 1.548 1.695 

Step B 1.353 1.553 1.675 

Step C 1.353 1.553 1.675 

Step D 1.096 1.182 1.235 

 

 
図-6.7 固化処理土壁による天端の確保 
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図-6.8 津波越流後の同様の対策を行った堤防 69) 

（左図：越流開始直後，右図：時間経過後） 
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7. 結論 

 

 本研究では，高波作用下の波の伝播と地盤の変形を含

む一連の護岸の破壊挙動を遠心模型実験で検討した．ま

た，有限差分法による流体解析を実施して地盤の変形解

析へ入力する水圧を算定し，地盤の有限要素解析（FEA）

によって護岸の破壊挙動を再現した．FEAでは，地盤の応

力や間隙水圧状態などを把握することで破壊メカニズム

を応力などの観点から検証した．破壊形態としては，被覆

工が揚圧力で浮き上がるものと，被覆工と法尻ブロック

下部の地盤においてすべり面が発現するものがあった．

本研究では後者の破壊に着目したが，その破壊要因とし

ては，以下の3つと考えられ，これを遠心模型実験結果お

よびFEAの結果によって確認した． 
要因(1) 被覆工下部の地盤の飽和化による単位体積重量

の増加およびサクションの低下 

要因(2) 引き波時における被覆工下部の地盤および法尻

ブロック周辺地盤での浸透力 
要因(3) 被覆工への揚圧力と法尻ブロックの両面におけ

る水圧差による海側への水平力および被覆工へ

の揚圧力に起因する地盤の拘束圧低下 
これ以外にも，本研究と異なる条件では，法先の地盤にお

いて波による繰り返し載荷を受けて液状化し，軟化する

可能性も考えられる． 

 実験条件を変化させて，それらの影響評価も行った．流

体の粘性を高めたり，越波防止工を設けたりすることで，

護岸内部の地盤の飽和化が遅くなり，地盤破壊が生じに

くくなった．ただし，揚圧力による被覆工の浮き上がる可

能性はあった．被覆工からの水の侵入を減らしてしまう

と，揚圧力による被覆工の浮き上がりはより発生しやす

くなった．また，被覆工下部に砕石を入れることは地盤の

安定性を高めた．これは被覆工下部の地盤での浸透力が

発生しにくいためと考えられた．法尻ブロック前面に砕

石地盤を設けることも地盤の安定性を増した． 
 地盤を含む護岸の安定性を評価する手法についても検

討を行った．具体的には，護岸の設計基準にも紹介されて

いる円弧すべり計算を用いて，遠心模型実験とFEAの結果

を再現した．円弧すべり計算の方法としては，修正フェレ

ニウス法，土田法，簡易ビショップ法を採用し，全応力法

によって計算を行って簡便に浸透力の影響を考慮した．

この結果，被覆工下部の地盤が飽和して，法先が洗掘した

状態において起動モーメントが抵抗モーメントを上回っ

た．このことは遠心模型実験とFEAの結果と整合し，安定

性評価の精度は高いことを確認できた．また，仮定した他

の形式の護岸においても計算結果の傾向は一致していた．

すべり面が発現して地盤が破壊するような断面では円弧

すべり計算の適用性は高いと考えられる． 
 最後に，護岸における地盤の安定性を高める方法につ

いて検討した．遠心模型実験や FEA の結果からの考察や

円弧すべり計算の実施を通して，法先地盤の洗掘・緩み対

策や，法先での矢板や固化処理土の打設，被覆工下部の砕

石層の構築，被覆工下部地盤での飽和化の防止などが地

盤の安定性を高めることを示した． 

 

8. あとがき 

 

 本研究では，高波を受ける護岸での地盤の安定性につ

いて遠心模型実験や数値解析によって検討し，破壊メカ

ニズムの検証を行った．また，実務設計において護岸の安

定性を評価しやすいように，円弧すべり計算による安定

性評価も試みた．これらの結果は実務設計の参考になる

ものと考えられる．さらに，実験や解析に基づいて，高波

に対する護岸の補強方法について考察した．対策方法に

ついては検証が足りない面もあり，今後のさらなる検討

が望まれる． 

（2022年11月7日受付） 
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